
JP 5560424 B2 2014.7.30

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　長軸部と、長軸部先端からの光軸と、前記長軸部の近傍にあって、３次元形状が測定さ
れたとき取得された立体形状データ群を処理することにより、位置および立体形状が測定
可能な第１標識部とを有する被測定物体の、前記光軸と前記第１標識部との３次元相対関
係を、３次元相対関係測定システムにより測定する３次元相対関係測定方法であって、
　前記３次元相対関係測定システムは、
　対象物の３次元形状を測定するとともに、取得された立体形状データ群を処理すること
により対象物の位置および立体形状を測定する３次元形状測定装置と、
　前記被測定物体を固定する固定手段と、
　前記被測定物体の長軸部先端からの光軸が当たるターゲットと、前記３次元形状測定装
置により位置および立体形状が測定可能な第２標識部とを有し、前記ターゲットの中心座
標と前記第２標識部との３次元相対関係が予めわかっているか、または前記３次元形状測
定装置により前記ターゲットの中心座標と前記第２標識部との３次元相対関係が測定可能
な第１の較正用物体と、
　前記３次元形状測定装置により位置および立体形状が測定可能な第３標識部を有し、前
記固定手段により前記被測定物体が固定されたとき、前記被測定物体の長軸部先端の座標
または前記長軸部先端からの光軸に含まれる座標と前記第３標識部との３次元相対関係が
一定であり、予め前記第３標識部との３次元相対関係がわかっているか、または前記３次
元形状測定装置により前記被測定物体の長軸部先端の座標または前記長軸部先端からの光
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軸上に含まれる座標と前記第３標識部との３次元相対関係が測定可能な第２の較正用物体
と、を有し、
　前記被測定物体を前記固定手段に固定し、前記第１の較正用物体のターゲットの中心に
前記被測定物体の長軸部先端からの光軸が当たるようにするステップと、
　前記３次元形状測定装置により、前記被測定物体、前記第１の較正用物体および前記第
２の較正用物体の立体形状データ群を取得するステップと、
　前記立体形状データ群から、前記第１標識部の位置および立体形状と前記第２標識部の
位置および立体形状と前記第３標識部の位置および立体形状とを算出するステップと、
　前記第２標識部の位置および立体形状と、前記第３標識部の位置および立体形状と、前
記ターゲットの中心座標と前記第２標識部との３次元相対関係と、前記長軸部先端の座標
または前記長軸部先端からの光軸に含まれる座標と前記第３標識部との３次元相対関係と
に基づいて、前記長軸部先端からの光軸の位置を算出するステップと、
　前記第１標識部の位置および立体形状と、前記長軸部先端からの光軸の位置とに基づい
て、前記被定物体の長軸部先端からの光軸と前記第１標識部との３次元相対関係を算出す
るステップと、
を有する、３次元相対関係測定方法。
【請求項２】
　前記第１の較正用物体の第２標識部は、予め立体形状がわかっており、
　前記ターゲットの中心座標と前記第２標識部との３次元相対関係は、前記第２標識部の
立体形状に関連するベクトルまたは定点位置と、前記ターゲットの中心座標との関係によ
り定義される、請求項１記載の３次元相対関係測定方法。
【請求項３】
　前記第１の較正用物体のターゲットの中心座標と前記第２標識部の定点位置とは等しい
か、または前記第１の較正用物体のターゲットの中心座標は前記第２標識部における２つ
以上の定点を用いて定義される点であることを特徴とする請求項２記載の３次元相対関係
測定方法。
【請求項４】
　前記第２の較正用物体の第３標識部は、予め立体形状がわかっており、
　前記長軸部先端の座標または前記長軸部先端からの光軸に含まれる座標と前記第３標識
部との３次元相対関係は、前記第３標識部の立体形状に関連するベクトルまたは定点位置
と、前記長軸部先端の座標または前記長軸部先端からの光軸に含まれる座標との関係によ
り定義される、請求項１乃至３いずれか記載の３次元相対関係測定方法。
【請求項５】
　前記長軸部先端の座標または前記長軸部先端からの光軸に含まれる座標と前記第３標識
部の定点位置とは等しいか、あるいは前記長軸部先端の座標または前記長軸部先端からの
光軸に含まれる座標は前記第３標識部における２つ以上の定点を用いて定義される点であ
ることを特徴とする請求項４記載の３次元相対関係測定方法。
【請求項６】
　前記長軸部先端の座標または前記長軸部先端からの光軸に含まれる座標は、前記第３標
識部における２つの定点を結んだ直線または前記第３標識部における定点とベクトルから
定まる直線上において、定点から前記第３標識部の立体形状に関連する長さにより定まる
点であることを特徴とする請求項５記載の３次元相対関係測定方法。
【請求項７】
　前記長軸部先端からの光軸に含まれる座標は、光を透過する平板に形成されたターゲッ
トの中心座標として定義されることを特徴とする請求項１乃至６いずれか記載の３次元相
対関係測定方法。
【請求項８】
　前記第１の較正用物体および前記第２の較正用物体は、球体、多面体、円柱、円錐のい
ずれかの形状を一部または全体に有している、請求項１乃至７いずれか記載の３次元相対
関係測定方法。
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【請求項９】
　前記被測定物体は体内挿入器具であって、前記長軸部は体内挿入部であり、前記長軸部
先端からの光軸は長軸部先端からの撮像方向であり、前記第１標識部は体内に挿入されな
い部分に設けられている、請求項１乃至８いずれか記載の３次元相対関係測定方法。
【請求項１０】
　長軸部と、長軸部先端からの光軸と、前記長軸部の近傍にあって、３次元形状が測定さ
れたとき取得された立体形状データ群を処理することにより、位置および立体形状が測定
可能な第１標識部とを有する被測定物体の、前記光軸と前記第１標識部との３次元相対関
係を、３次元相対関係測定システム上で動作する３次元相対関係測定プログラムであって
、
　前記３次元相対関係測定システムは、
　対象物の３次元形状を測定するとともに、取得された立体形状データ群を処理すること
により対象物の位置および立体形状測定する３次元形状測定装置と、
　前記被測定物体を固定する固定手段と、
　前記被測定物体の長軸部先端からの光軸が当たるターゲットと、前記３次元形状測定装
置により位置および立体形状が測定可能な第２標識部とを有し、前記ターゲットの中心座
標と前記第２標識部との３次元相対関係が予めわかっているか、または前記３次元形状測
定装置により前記ターゲットの中心座標と前記第２標識部との３次元相対関係が測定可能
な第１の較正用物体と、
　前記３次元形状測定装置により位置および立体形状が測定可能な第３標識部を有し、前
記固定手段により前記被測定物体が固定されたとき、前記被測定物体の長軸部先端の座標
または前記長軸部先端からの光軸に含まれる座標と前記第３標識部との３次元相対関係が
一定であり、予め前記第３標識部との３次元相対関係がわかっているか、または前記３次
元形状測定装置により前記被測定物体の長軸部先端の座標または前記長軸部先端からの光
軸上に含まれる座標と前記第３標識部との３次元相対関係が測定可能な第２の較正用物体
とを有し、
　前記被測定物体が前記固定手段に固定され、前記第１の較正用物体のターゲットの中心
に前記被測定物体の長軸部先端からの光軸を一致させた状態で、前記３次元形状測定装置
により、前記被測定物体、前記第１の較正用物体および前記第２の較正用物体の立体形状
データ群を取得するステップと、
　前記立体形状データ群から、前記第１標識部の位置および立体形状と前記第２標識部の
位置および立体形状と前記第３標識部の位置および立体形状とを算出するステップと、
前記第２標識部の位置および立体形状と、前記第３標識部の位置および立体形状と、前記
ターゲットの中心座標と前記第２標識部との３次元相対関係と、前記長軸部先端の座標ま
たは前記長軸部先端からの光軸に含まれる座標と前記第３標識部との３次元相対関係とに
基づいて、前記長軸部先端からの光軸の位置を算出するステップと、
前記第１標識部の位置および立体形状と、前記長軸部先端からの光軸の位置とに基づいて
、前記被定物体の長軸部先端からの光軸と前記第１標識部との３次元相対関係を算出する
ステップと、
を有する、３次元相対関係測定プログラム。
【請求項１１】
　長軸部と、長軸部先端からの光軸と、前記長軸部の近傍にあって、３次元形状が測定さ
れたとき取得された立体形状データ群を処理することにより、位置および立体形状が測定
可能な第１標識部とを有する被測定物体の、前記光軸と前記第１標識部との３次元相対関
係を測定する３次元相対関係測定システムであって、
　対象物の３次元形状を測定するとともに、取得された立体形状データ群を処理すること
により対象物の位置および立体形状を測定する３次元形状測定装置と、
　前記被測定物体を固定する固定手段と、
　前記被測定物体の長軸部先端からの光軸が当たるターゲットと、前記３次元形状測定装
置により位置および立体形状が測定可能な第２標識部とを有し、前記ターゲットの中心座
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標と前記第２標識部との３次元相対関係が予めわかっているか、または前記３次元形状測
定装置により前記ターゲットの中心座標と前記第２標識部との３次元相対関係が測定可能
な第１の較正用物体と、
　前記３次元形状測定装置により位置および立体形状が測定可能な第３標識部を有し、前
記固定手段により前記被測定物体が固定されたとき、前記被測定物体の長軸部先端の座標
または前記長軸部先端からの光軸に含まれる座標と前記第３標識部との３次元相対関係が
一定であり、予め前記第３標識部との３次元相対関係がわかっているか、または前記３次
元形状測定装置により前記被測定物体の長軸部先端の座標または前記長軸部先端からの光
軸上に含まれる座標と前記第３標識部との３次元相対関係が測定可能な第２の較正用物体
と、
　前記被測定物体を前記固定手段に固定し、前記第１の較正用物体のターゲットの中心に
前記被測定物体の長軸部先端からの光軸を一致させた状態で、前記３次元形状測定装置に
より、前記被測定物体、前記第１の較正用物体および前記第２の較正用物体の立体形状デ
ータ群を取得する手段と、
　前記立体形状データ群から、前記第１標識部の位置および立体形状と前記第２標識部の
位置および立体形状と前記第３標識部の位置および立体形状とを算出する手段と、
　前記第２標識部の位置および立体形状と、前記第３標識部の位置および立体形状と、前
記ターゲットの中心座標と前記第２標識部との３次元相対関係と、前記長軸部先端の座標
または前記長軸部先端からの光軸に含まれる座標と前記第３標識部との３次元相対関係と
に基づいて、前記長軸部先端からの光軸の位置を算出する手段と、
　前記第１標識部の位置および立体形状と、前記長軸部先端からの光軸の位置とに基づい
て、前記被定物体の長軸部先端からの光軸と前記第１標識部との３次元相対関係を算出す
る手段と、
を有する、３次元相対関係測定システム。
【請求項１２】
　長軸部と、長軸部先端からの光軸と、前記長軸部の近傍にあって、３次元形状が測定さ
れたとき取得された立体形状データ群を処理することにより、位置および立体形状が測定
可能な第１標識部とを有する被測定物体の、前記光軸と前記第１標識部との３次元相対関
係を測定するための３次元相対関係測定装置であって、
　前記被測定物体を固定可能な固定手段と、
　前記被測定物体の長軸部先端からの光軸が当たるターゲットと、３次元形状測定装置に
より位置および立体形状が測定可能な第２標識部とを有し、前記ターゲットの中心座標と
前記第２標識部との３次元相対関係が予めわかっているか、または３次元形状測定装置に
より前記ターゲットの中心座標と前記第２標識部との３次元相対関係が測定可能な第１の
較正用物体と、
　３次元形状測定装置により位置および立体形状が測定可能な第３標識部を有し、前記固
定手段により前記被測定物体が固定されたとき、前記被測定物体の長軸部先端の座標また
は前記長軸部先端からの光軸に含まれる座標と前記第３標識部との３次元相対関係が一定
であり、予め前記第３標識部との３次元相対関係がわかっているか、または前記３次元形
状測定装置により前記被測定物体の長軸部先端の座標または前記長軸部先端からの光軸上
に含まれる座標と前記第３標識部との３次元相対関係が測定可能な第２の較正用物体と
　前記第１の較正用物体を前記被測定物体と相対的に移動させる移動手段と、を有し、
　前記移動手段により前記第１の較正用物体を移動させて前記ターゲットに前記長軸部先
端からの光軸が当たるようにした後、３次元形状測定装置で前記第１乃至第３標識部の３
次元相対位置を測定することにより、前記被測定物体の前記光軸と前記第１標識部との３
次元相対関係を測定可能な３次元相対関係測定装置。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は主に長軸部先端からの光軸を有する物体の位置および姿勢を定義する手段であ
る複数の座標または複数の座標およびベクトルを検出し、検出した位置および姿勢に基づ
いて長軸部先端からの光軸の位置を定義する手段または方法において必要とされる方法で
あって、長軸部先端からの光軸の位置と長軸部先端からの光軸を有する物体の位置および
姿勢を定義する手段である複数の座標または複数の座標およびベクトルとの３次元相対関
係を同一座標系で検出する方法に関する。また、体内挿入器具（硬性内視鏡等）に関する
。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、内視鏡等の手術器具が患者の体内に挿入されたときに、当該手術器具の先端
の正確な位置を術前に撮影されたＣＴ（Computed Tomography）やＭＲＩ（Magnetic Reso
nance Imaging）による画像上に表示し、術者を支援する手術ナビゲーション（手術支援
情報表示）が行われている。例えば特許文献１には、本発明者らによる手術支援システム
が記載されおり、３次元形状測定装置による患者の３次元表面形状と、予め撮像した３次
元断層データとを位置合わせする技術が記載されている。また、患者の３次元表面形状を
測定する３次元形状測定装置により、手術器具に取り付けられた位置姿勢検出用の標識部
（図１の球体１２）を測定して、手術器具の位置姿勢を算出する技術も記載されている。
しかしながら、これらの方法は何れも手術器具やポインタなど器具の先端の位置を表示す
るのみで、内視鏡で撮像している部位が、ＣＴやＭＲＩによる術前画像のどの部分に相当
するかを表示するものではない。
【０００３】
　もし、内視鏡で撮像している部位（内視鏡のモニタに表示されている術野）が術前のＣ
Ｔ等による画像のどこに相当するのかを確認することができれば、例えば術者は左手に持
った内視鏡で操作を加える場所を直視下に確認し、それが術前のＣＴ等による画像のどの
部位を観察しているかを認識しながら、右手で自由に任意の手術器具を持ち替えて手術操
作を連続して行うことができる。
【０００４】
　このような内視鏡で撮像している部位を画像上に表示することが示されている従来技術
として、特許文献２及び３が挙げられる。また、本発明者らによる従来技術として、ＷＯ
２００８／０９３５１７がある。
【０００５】
　特許文献２には、手術ナビゲーション装置において、使用中の硬性内視鏡の光軸方向を
３次元断層像上に表示する技術が記載されている。
【０００６】
　特許文献３には、患者の体内に挿入される内視鏡挿入部の先端から患者体内の術部まで
の距離を測定する距離測定手段（スポット光照射による三角測量法や超音波センサ等）を
有する内視鏡を用いて、内視鏡で観察している場所を決定し、術前ＣＴ／ＭＲＩに表示す
る技術が記載されている。
【０００７】
　上記特許文献２および３では、内視鏡の位置姿勢の検出に、内視鏡に取り付けられた発
光素子などのマーカーと、前記マーカーを検出する位置センサとを用いているが、これら
のシステムでは３次元断層データと患者の座標系との位置合わせのために、患者に何らか
のマーカーを取り付けるか、別途、患者の形状を測定する装置を設ける必要があり、患者
に不便を強いたり、システムが複雑になってしまう。
【０００８】
　これに対し本発明者らによる従来技術であるＷＯ２００８／０９３５１７では硬性内視
鏡の位置姿勢検出に患者の３次元表面形状を測定する３次元形状測定装置を用いており、
患者に不便を強いたり、システムが複雑にならないようにすることができる。
【０００９】
　ただし、ＷＯ２００８／０９３５１７においては上記特許文献２および３と同様、内視
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鏡の光軸は公称値通りであることを前提としており、内視鏡の光軸の較正については考慮
されていない。例えば直視鏡では、内視鏡の光軸が内視鏡の鏡筒中心を通る、すなわち内
視鏡光軸と内視鏡の鏡筒中心線のなす角が０度であるという公称値通りであることを前提
として内視鏡の光軸情報を表示している。
【００１０】
　手術ナビゲーションにおいて内視鏡で撮像している部位を画像上に表示する場合、内視
鏡の先端から遠方までの光軸情報が必要になるが、これまでは、内視鏡はレンズから比較
的近い部分のものを見ることが多いため、先端から近傍付近における光軸の較正やレンズ
位置等の較正については考慮されても先端から遠方までの光軸の較正については考慮され
たことはなかった。例えば特許文献４には、細長いシャフトおよび遠位端レンズを有する
内視鏡のレンズ位置、先端から近傍付近における光軸および視野を較正する装置が記載さ
れている。しかしながら、先端から遠方までの光軸を較正する方法については記載も示唆
もされていない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】特開２００７－２０９５３１号公報
【特許文献２】特開２００１－２９３００６号公報
【特許文献３】特開２００１－２０４７３８号公報
【特許文献４】特表２００３－５２８６８８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　一般に、内視鏡は、レンズから比較的近い部分のものを見ることが多いので、実際の光
軸の公称値からのずれが大きく影響することは少ないが、手術支援システムなどのように
、内視鏡の移動のナビゲーションのために光軸を延長した直線を表示する場合は、実際の
光軸とナビゲーション画面に表示された光軸方向との差が顕著になってしまう。本発明者
らは、手術支援システムを開発する上で、この実際の光軸の公称値からのずれが無視でき
ない程度の量であることを見出した。本発明者らは、多くの内視鏡について光軸位置を調
査した結果、視野角１２０度の内視鏡の場合、実際の光軸の公称値からのずれは最大で約
６度（視野角の５％）程度あることがわかった。これは内視鏡先端から遠方にある位置に
おいては光軸位置の誤差が数ｍｍ程度になる可能性があることを意味する。手術は精密な
作業であるため、数ｍｍ程度の誤差でも手術に悪影響を及ぼしてしまう可能性がある。
【００１３】
　本発明は、上記問題点を解決するためになされたものであり、位置および姿勢を定義す
る手段として複数の座標または複数の座標およびベクトルを定義する手段を備えた硬性内
視鏡のような長軸部先端からの光軸を有する物体において、実際の光軸位置を遠方まで精
度よく検出する方法を提供することにある。言い換えると、位置および姿勢を定義する手
段である複数の座標または複数の座標およびベクトルと遠方までの光軸位置とを同一座標
系で精度よく検出する方法を提供することにある。
　そして、長軸部先端からの光軸を有する物体が硬性内視鏡である場合は、光軸位置を遠
方まで精度よく測定することで高い精度の手術ナビゲーションを行うことができるように
することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　前記課題を解決するため本発明は以下の構成を有する。
　３次元形状測定装置と、
　長軸部と、長軸部先端からの光軸と、前記３次元形状測定装置により位置および姿勢が
測定可能な第１標識部とを有する被測定物体と、
　前記被測定物体を固定する固定手段と、
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　前記被測定物体の長軸部先端からの光軸が当たるターゲットと、前記３次元形状測定装
置により位置および立体形状が測定可能な第２標識部とを有し、前記ターゲットの中心座
標と前記第２標識部との３次元相対関係が予めわかっているか、または前記３次元形状測
定装置により前記ターゲットの中心座標と前記第２標識部との３次元相対関係が測定可能
な第１の較正用物体と、
　前記３次元形状測定装置により位置および立体形状が測定可能な第３標識部を有し、前
記固定手段により前記被測定物体が固定された状態において、前記被測定物体の長軸部先
端の座標または前記長軸部先端からの光軸に含まれる座標と前記第３標識部との３次元相
対関係が予めわかっているか、または前記３次元形状測定装置により前記被測定物体の長
軸部先端の座標または前記長軸部先端からの光軸上に含まれる座標と前記第３標識部との
３次元相対関係が測定可能な第２の較正用物体と、
を有する３次元形状測定システムにおける、前記被測定物体の長軸部先端からの光軸と前
記第１標識部との３次元相対関係を測定する３次元相対関係測定方法であって、
　前記被測定物体を前記固定手段に固定し、前記第１の較正用物体のターゲットの中心に
前記被測定物体の長軸部先端からの光軸が当たるようにするステップと、
　前記３次元形状測定装置により、前記被測定物体、前記第１の較正用物体および前記第
２の較正用物体の立体形状データ群を取得するステップと、
　前記立体形状データ群から、前記第１標識部の位置および姿勢と前記第２標識部の位置
および立体形状と前記第３標識部の位置および立体形状とを算出するステップと、
　前記第２標識部の位置および立体形状と、前記第３標識部の位置および立体形状と、前
記ターゲットの中心座標と前記第２標識部との３次元相対関係と、前記長軸部先端の座標
または前記長軸部先端からの光軸上に含まれる座標と前記第３標識部との３次元相対関係
とに基づいて、前記長軸部先端からの光軸の位置を算出するステップと、
　前記第１標識部の位置および姿勢と、前記長軸部先端からの光軸の位置とに基づいて、
前記被定物体の長軸部先端からの光軸と前記第１標識部との３次元相対関係を算出するス
テップと、
を有する、３次元相対関係測定方法。
【００１５】
　３次元形状測定装置と、
　長軸部と、長軸部先端からの光軸と、前記３次元形状測定装置により位置および姿勢が
測定可能な第１標識部とを有する被測定物体と、
　前記被測定物体を固定する固定手段と、
　前記被測定物体の長軸部先端からの光軸が当たるターゲットと、前記３次元形状測定装
置により位置および立体形状が測定可能な第２標識部とを有し、前記ターゲットの中心座
標と前記第２標識部との３次元相対関係が予めわかっているか、または前記３次元形状測
定装置により前記ターゲットの中心座標と前記第２標識部との３次元相対関係が測定可能
な第１の較正用物体と、
　前記３次元形状測定装置により位置および立体形状が測定可能な第３標識部を有し、前
記固定手段により前記被測定物体が固定された状態において、前記被測定物体の長軸部先
端の座標または前記長軸部先端からの光軸に含まれる座標と前記第３標識部との３次元相
対関係が予めわかっているか、または前記３次元形状測定装置により前記被測定物体の長
軸部先端の座標または前記長軸部先端からの光軸上に含まれる座標と前記第３標識部との
３次元相対関係が測定可能な第２の較正用物体と、
を有する３次元形状測定システムにおける、前記被測定物体の長軸部先端からの光軸と前
記第１標識部との３次元相対関係を測定する３次元相対関係測定プログラムであって、
　前記被測定物体を前記固定手段に固定し、前記第１の較正用物体のターゲットの中心に
前記被測定物体の長軸部先端からの光軸を一致させた状態で、前記３次元形状測定装置に
より、前記被測定物体、前記第１の較正用物体および前記第２の較正用物体の立体形状デ
ータ群を取得するステップと、
　前記立体形状データ群から、前記第１標識部の位置および姿勢と前記第２標識部の位置



(8) JP 5560424 B2 2014.7.30

10

20

30

40

50

および立体形状と前記第３標識部の位置および立体形状とを算出するステップと、
前記第２標識部の位置および立体形状と、前記第３標識部の位置および立体形状と、前記
ターゲットの中心座標と前記第２標識部との３次元相対関係と、前記長軸部先端の座標ま
たは前記長軸部先端からの光軸上に含まれる座標と前記第３標識部との３次元相対関係と
に基づいて、前記長軸部先端からの光軸の位置を算出するステップと、
　前記第１標識部の位置および姿勢と、前記長軸部先端からの光軸の位置とに基づいて、
前記被定物体の長軸部先端からの光軸と前記第１標識部との３次元相対関係を算出するス
テップと、
を有する、３次元相対関係測定プログラム。
【００１６】
　３次元形状測定装置と、
　長軸部と、長軸部先端からの光軸と、前記３次元形状測定装置により位置および姿勢が
測定可能な第１標識部とを有する被測定物体と、
　前記被測定物体を固定する固定手段と、
　前記被測定物体の長軸部先端からの光軸が当たるターゲットと、前記３次元形状測定装
置により位置および立体形状が測定可能な第２標識部とを有し、前記ターゲットの中心座
標と前記第２標識部との３次元相対関係が予めわかっているか、または前記３次元形状測
定装置により前記ターゲットの中心座標と前記第２標識部との３次元相対関係が測定可能
な第１の較正用物体と、
　前記３次元形状測定装置により位置および立体形状が測定可能な第３標識部を有し、前
記固定手段により前記被測定物体が固定された状態において、前記被測定物体の長軸部先
端の座標または前記長軸部先端からの光軸に含まれる座標と前記第３標識部との３次元相
対関係が予めわかっているか、または前記３次元形状測定装置により前記被測定物体の長
軸部先端の座標または前記長軸部先端からの光軸上に含まれる座標と前記第３標識部との
３次元相対関係が測定可能な第２の較正用物体と、を有し、
　前記被測定物体を前記固定手段に固定し、前記第１の較正用物体のターゲットの中心に
前記被測定物体の長軸部先端からの光軸を一致させた状態で、前記３次元形状測定装置に
より、前記被測定物体、前記第１の較正用物体および前記第２の較正用物体の立体形状デ
ータ群を取得する手段と、
　前記立体形状データ群から、前記第１標識部の位置および姿勢と前記第２標識部の位置
および立体形状と前記第３標識部の位置および立体形状とを算出する手段と、
前記第２標識部の位置および立体形状と、前記第３標識部の位置および立体形状と、前記
ターゲットの中心座標と前記第２標識部との３次元相対関係と、前記長軸部先端の座標ま
たは前記長軸部先端からの光軸上に含まれる座標と前記第３標識部との３次元相対関係と
に基づいて、前記長軸部先端からの光軸の位置を算出する手段と、
　前記第１標識部の位置および姿勢と、前記長軸部先端からの光軸の位置とに基づいて、
前記被定物体の長軸部先端からの光軸と前記第１標識部との３次元相対関係を算出する手
段と、
を有する、３次元相対関係測定システム。
【００１７】
　長軸部と、長軸部先端からの光軸と、３次元形状測定装置により位置および姿勢が測定
可能な第１標識部とを有する被測定物体の、前記光軸と前記第１標識部との３次元相対関
係を測定するための３次元相対関係測定装置であって、
　前記被測定物体を固定可能な固定手段と、
　前記被測定物体の長軸部先端からの光軸が当たるターゲットと、３次元形状測定装置に
より位置および立体形状が測定可能な第２標識部とを有し、前記ターゲットの中心座標と
前記第２標識部との３次元相対関係が予めわかっているか、または３次元形状測定装置に
より前記ターゲットの中心座標と前記第２標識部との３次元相対関係が測定可能な第１の
較正用物体と、
　３次元形状測定装置により位置および立体形状が測定可能な第３標識部を有し、前記固
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定手段により前記被測定物体が固定された状態において、前記被測定物体の長軸部先端の
座標または前記長軸部先端からの光軸に含まれる座標と前記第３標識部との３次元相対関
係が予めわかっているか、または３次元形状測定装置により前記被測定物体の長軸部先端
の座標または前記長軸部先端からの光軸上に含まれる座標と前記第３標識部との３次元相
対関係が測定可能な第２の較正用物体と、
　前記第１の較正用物体を前記被測定物体と相対的に移動させる移動手段と、を有し、
　前記移動手段により前記第１の較正用物体を移動させて前記ターゲットに前記長軸部先
端からの光軸が当たるようにした後、３次元形状測定装置で前記第１乃至第３標識部の３
次元相対位置を測定することにより、前記被測定物体の前記光軸と前記第１標識部との３
次元相対関係を測定可能な３次元相対関係測定装置。
【００１８】
　また、以下の好ましい実施態様がありうる。
　前記第１の較正用物体の第２標識部は、予め立体形状がわかっており、
　前記ターゲットの中心座標と前記第２標識部との３次元相対関係は、前記第２標識部の
立体形状に関連するベクトルまたは定点位置と、前記ターゲットの中心座標との関係によ
り定義される。
　前記第１の較正用物体のターゲットの中心座標と前記第２標識部の定点位置とは等しい
か、または前記第１の較正用物体のターゲットの中心座標は前記第２標識部における２つ
以上の定点を用いて定義される点である。
　前記第２の較正用物体の第３標識部は、予め立体形状がわかっており、
　前記長軸部先端の座標または前記長軸部先端からの光軸に含まれる座標と前記第３標識
部との３次元相対関係は、前記第３標識部の立体形状に関連するベクトルまたは定点位置
と、前記長軸部先端の座標または前記長軸部先端からの光軸に含まれる座標との関係によ
り定義される。
　前記長軸部先端の座標または前記長軸部先端からの光軸に含まれる座標と前記第３標識
部の定点位置とは等しいか、あるいは前記長軸部先端の座標または前記長軸部先端からの
光軸に含まれる座標は前記第３標識部における２つ以上の定点を用いて定義される点であ
る。
　前記長軸部先端の座標または前記長軸部先端からの光軸に含まれる座標は、前記第３標
識部における２つの定点を結んだ直線または前記第３標識部における定点とベクトルから
定まる直線上において、定点から前記第３標識部の立体形状に関連する長さにより定まる
点である。
　前記長軸部先端からの光軸に含まれる座標は、光を透過する平板に形成されたターゲッ
トの中心座標として定義される。
　前記第１の較正用物体および前記第２の較正用物体は、球体、多面体、円柱、円錐のい
ずれかの形状を一部または全体に有している。
　前記被測定物体は体内挿入器具であって、前記長軸部は体内挿入部であり、前記長軸部
先端からの光軸は長軸部先端からの撮像方向であり、前記第１標識部は体内に挿入されな
い部分に設けられている。
【００１９】
　ここで、３次元相対関係としては、複数定点間の３次元相対位置が考えられるが、それ
以外にも、複数の定点およびベクトル間の３次元の相対関係も含む。また、ベクトルとは
、第１標識部、第２標識部および第３標識部の形状や複数標識体間の相対位置に関連した
ベクトルのことであり、例えば法線ベクトルや相対位置ベクトルなどがある。
　前記第２標識部および第３標識部は３次元形状測定装置により立体形状を測定できるも
のであれば何でも良い。前記第１の較正用物体および第２の較正用物体の立体形状そのも
のを第２標識部および第３標識部としても良いし、前記第１の較正用物体および第２の較
正用物体の一部に球体などを取り付けて第２標識部および第３標識部としても良い。なお
演算処理のスピードなどを考慮すると、前記第１の較正用物体においては較正用物体の一
部に球体等の第２標識部を取り付ける方が好ましい。
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【発明の効果】
【００２０】
　硬性内視鏡のように長軸部先端からの光軸を有する物体において、該物体の位置および
姿勢を定義する手段である複数の座標または複数の座標およびベクトルと長軸部先端から
の遠方までの光軸位置とを同一座標系で精度よく検出することができる。
　これにより、硬性内視鏡で撮像している部位を画像上に表示しながら手術ナビゲーショ
ンを行う手術支援システムにおいて、画面に表示される撮像部位（硬性内視鏡の光軸と体
内腔の交点）を精度よく行うことができ、高い精度の手術ナビゲーションを行うことがで
きる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】光軸位置測定装置に硬性内視鏡をセットした様子を示した図である。
【図２】光軸位置測定装置の第１の較正用物体におけるターゲットの中心座標を第１の較
正用物体に定義される定点座標とともに測定する様子を示した図である。
【図３】硬性内視鏡の先端座標を検出する際に第１の較正用物体のターゲットの中心に硬
性内視鏡の先端を一致させる様子を示した図である。
【図４】硬性内視鏡が斜視鏡や側視鏡の場合、光軸位置測定装置の第１の較正用物体の位
置および姿勢を回動手段により変更する様子を示した図である。
【図５】光軸位置測定装置の第１の較正用物体の変形例である。
【図６】光軸位置測定装置の第１の較正用物体の別の変形例である。
【図７】同上。
【図８】同上。
【図９】光軸位置測定装置の第２の較正用物体の変形例である。
【図１０】光軸位置測定装置の第２の較正用物体の別の変形例である。
【図１１】同上。
【図１２】同上。
【図１３】硬性内視鏡の先端座標と光軸の起点座標とが一致していないことを示す図であ
る。
【図１４】光軸位置測定装置の第２の較正用物体の別の変形例である。
【図１５】同上。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　図１は本発明による長軸部先端からの光軸を有する物体（被測定物体）の長軸部先端か
らの光軸位置と該物体の位置および姿勢を定義する手段である複数の座標または複数の座
標およびベクトルとの関係を同一座標系で検出する方法において、該物体を光軸位置測定
装置1に固定させた様子を示した図である。
【００２３】
　本実施形態においては、長軸部先端からの光軸を有する物体は硬性内視鏡10であり、硬
性内視鏡10の長軸部11の中心線は直線で、光軸は長軸部11の中心線とほぼ一致している直
視鏡であるとする。
【００２４】
　硬性内視鏡10には硬性内視鏡10の位置姿勢を定義することを可能にする、少なくとも3
つの定点の定義が可能な複数の球体12（第１標識部に相当する）が取り付けられている。
この複数の球体12の中心座標が長軸部先端からの光軸を有する物体の位置および姿勢を定
義する手段である。
【００２５】
　なお、球体12により少なくとも3つの定点を定義する方法が、後述する点群データから
定点座標を算出するデータ処理が簡単に行えるため適切な方法であるが、位置および姿勢
を定義することを可能にするものは、
　・少なくとも２つの定点と１つのベクトル
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　・少なくとも１つの定点と２つのベクトル
が定義可能であってもよく。また定点やベクトルが定義可能な物体としては、球体以外に
多面体、円柱、円錐等がある。よって、第１標識部には様々な形態が可能である。
【００２６】
　光軸位置測定装置1は硬性内視鏡10の光軸位置を測定するための第１の較正用物体20と
第２の較正用物体30とを備える。
【００２７】
　第１の較正用物体20は薄厚の直方体21の前面にターゲット23が形成されており、硬性内
視鏡10で撮像した画像を見ることで、硬性内視鏡10の光軸がターゲット23のどの位置にあ
るかがわかるようになっている。
【００２８】
　また、第１の較正用物体20は移動機構により硬性内視鏡10の光軸方向と直交する2方向
に移動可能になっており、硬性内視鏡10で撮像した画像を見ながら第１の較正用物体20を
移動させることで硬性内視鏡10の光軸がターゲット23の中心を通るようにすることができ
る。移動機構は手動操作で２方向に移動できる公知の機構を用いればよい。
【００２９】
　また、第１の較正用物体20の直方体21の上面と側面には互いに大きさが異なり直径が既
知である球体22A，22B，22C（第２標識部に相当する）が取り付けられており、後述する
点群データから定点座標を算出する際には球体の中心座標が算出される。
【００３０】
　なお、本実施形態では第１の較正用物体20は３つの球体が取り付けられているが、ター
ゲット23の中心座標を取得することができればよいので、少なくとも3つの定点が定義可
能である他に、少なくとも２つの定点と１つのベクトルまたは少なくとも１つの定点と２
つのベクトルが定義可能であってもよく、またターゲット23の中心座標と定義される定点
との間の距離等が既知であれば、少なくとも２つの定点が定義可能であればよく、またタ
ーゲット23の中心座標と定義される定点とが一致している場合は、１つの定点が定義可能
であればよい。また、定点やベクトルが定義可能な物体としては、球体以外に多面体、円
柱、円錐等がある。したがって第１の較正用物体20には様々な形態が可能である。この点
は後述する変形例で説明する。
【００３１】
　また、第１の較正用物体20は、硬性内視鏡10の先端付近を通る軸であって硬性内視鏡10
の光軸と略直角な軸周りに、直方体21を回転させる回動手段25を備える。回動手段25は手
動操作で回転を行うことができる公知の機構を用いればよい。回動手段25は、硬性内視鏡
10が直視鏡である場合は使用することはないが、硬性内視鏡10が斜視鏡や側視鏡の場合は
使用する。この点は後述する。
【００３２】
　第２の較正用物体30は球体（第３標識部に相当する）で形成されており、硬性内視鏡10
の長軸部11が挿入される細長い穴が形成されている。この穴は球体30の中心を通っており
、硬性内視鏡10を挿入した際、硬性内視鏡10の長軸部11の中心線が、球体30の中心を通る
ようになっている。また、硬性内視鏡10が斜視鏡や側視鏡の場合があるので、球体30は第
１の較正用物体20側の上側は開放されている。この球体30は第１の較正用物体20の球体22
A，22B，22Cとは大きさが異なっており直径は既知である。
【００３３】
　また、硬性内視鏡10を固定した際の球体30の中心から硬性内視鏡10の先端までの距離は
予め測定されており、この値は後述するように硬性内視鏡10の先端座標（光軸の起点座標
）を計算する際に使用される。なお、硬性内視鏡10を固定した際、硬性内視鏡10の先端が
球体30の中心に来るようにしてもよいし、球体30の表面部分に来るようにしてもよい。こ
の場合は球体30の中心から硬性内視鏡10の先端までの距離は０または球体30の半径値であ
るので予め測定する必要はない。
【００３４】
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　なお、本実施形態では第２の較正用物体20は１つの球体としたが、硬性内視鏡10を固定
した際、硬性内視鏡10の先端の座標（光軸の起点座標）を求めることができればよいので
、第１の較正用物体20と同様、様々な形態が可能である。この点は後述する変形例で説明
する。
【００３５】
　図１に示すように光軸位置測定装置1に硬性内視鏡10を固定し、硬性内視鏡10の光軸位
置と硬性内視鏡10の位置および姿勢を定義する手段である複数の球体12の中心座標とを同
一座標系で検出するには、第１の較正用物体20のターゲット23の中心座標と球体22A，22B
，22Cの定点座標とを同一座標系で求めておくことと、硬性内視鏡10の先端（光軸の起点
）の座標を光軸位置を検出するときと同一の座標系で求めておく必要がある。これは以下
の（１）～（９）の手順で行う。
【００３６】
（１）第１の較正用物体20のターゲット23 の中心に球体26を取り付け３次元形状測定
　図２のように第１の較正用物体20のターゲット23の中心にピンを取り付けた球体26を刺
し込む。球体26は刺し込んだ箇所における直方体21の前面の垂線が球体26の中心を通るよ
うに形成されており、球体26の径は、球体22A，22B，22Cとは異なっている。
　この状態で３次元形状測定を行い、点群データを取得する。３次元形状測定の方向は、
４つの球体22A，22B，22C，26および直方体21の前面を測定できる方向であればどのよう
な方向でもよい。
　また３次元形状測定装置は非接触で物体表面の点群データを取得することができるもの
であれば、どのような測定原理のものでもよい。
【００３７】
（２）４つの球体22A，22B，22C，26の中心座標計算
　取得した点群データから、４つの球体22A，22B，22C，26の点群データを抽出する。4つ
の球体22A，22B，22C，26の径はコンピュータに記憶されており、球体という情報および
径の数値を用いて抽出を行う。抽出方法は特開2004－333371号公報に詳細に記載されてい
るのでそちらを参照する。
　抽出した点群データから球体の式（ｘ－ａ）2+（ｙ－ｂ）2+（ｚ－ｃ）2

= d2を最小２乗法により求める。（ａ，ｂ，ｃ）が球体の中心座標になる。
【００３８】
（３）直方体21の前面の平面の式と法線ベクトル計算
　取得した点群データから４つの球体22A，22B，22C，26の点群データを除いた残りの点
群データの中で球体26の中心座標の近傍にある一部の点群データを抽出し、平面の式ａ・
ｘ＋ｂ・ｙ＋ｃ・ｚ＋１＝０に代入して最小２乗法により係数ａ，ｂ，ｃを計算する。次
にすべての点群データから、この平面からの距離が所定の範囲内にある点群データを抽出
する。このとき抽出された点群データが所定数以上あれば、最初に抽出した点群データは
すべて直方体21の前面のものと判定して、抽出した点群データすべてを、平面の式ａ・ｘ
＋ｂ・ｙ＋ｃ・ｚ＋１＝０に代入して最小２乗法により係数ａ，ｂ，ｃを計算する。
　もし、抽出された点群データが所定数未満であれば、最初に抽出した点群データは直方
体21の前面以外のものを含むと判定して、最初に抽出した点群データからより球体26の中
心座標の近傍にあるデータを抽出して同一の処理を行う。この処理を係数ａ，ｂ，ｃが計
算されるまで行う。
　直方体21の前面の法線ベクトルは（ａ，ｂ，ｃ），（－ａ，－ｂ，－ｃ）の２つがあり
、直方体21の前面から球体26側に向かう法線ベクトルを選定する。それには、３次元形状
測定装置の原点座標から球体26の中心座標に向かうベクトルＡ（ベクトル成分は球体26の
中心座標に等しい）と（ａ，ｂ，ｃ），（－ａ，－ｂ，－ｃ）の法線ベクトルをベクトル
Ｂとしたときの以下の内積の式から角度Θを計算し、角度Θが９０度より大きい方の法線
ベクトルを選定する。
　　Ａ・Ｂ＝｜Ａ｜・｜Ｂ｜・COSΘ
【００３９】
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（４）ターゲット23の中心座標（座標系Ａによる）計算
　球体26の中心座標（ｘd，ｙd，ｚd）を通り、直方体21の前面の法線ベクトル（ａ，
ｂ，ｃ）に平行な直線の方程式（ｘ－ｘd）／ａ = （ｙ－ｙd）／ｂ = （ｚ－ｚd）／ｃ
と、直方体21の前面の平面方程式ａ・ｘ＋ｂ・ｙ＋ｃ・ｚ＋１＝０からなる連立方程式を
解いてｘ，ｙ，ｚを算出する。このｘ，ｙ，ｚが、直線と直方体21の前面の交点座標であ
り、ターゲット23の中心座標（ｘt，ｙt，ｚt）である。
　ここまでの処理により3つの球体22A，22B，22Cの中心座標（ｘaA，ｙaA，ｚaA），（ｘ
bA，ｙbA，ｚbA），（ｘcA，ｙcA，ｚcA）およびターゲット23の中心座標（ｘtA，ｙtA，
ｚtA）を同一座標系で得ることができる。この座標系を座標系Ａとする。
　なお（１）～（４）による座標系Ａによる3つの球体22A，22B，22Cの中心座標とターゲ
ット23の中心座標との取得は、１度取得したデータを記憶しておけば、第１の較正用物体
20を交換しない限り２回目からは実施しなくてよい。
【００４０】
（５）硬性内視鏡10の先端をターゲット23の中心に一致させて３次元形状測定
　硬性内視鏡10を第２の較正用物体（球体）30に挿入して、ターゲット23に硬性内視鏡10
の先端が当たる箇所で硬性内視鏡10を固定する。次に直方体21を移動させ図３に示すよう
に硬性内視鏡10の先端がターゲット23の中心に一致するようにする。
　この状態で３次元形状測定を行い、点群データを取得する。３次元形状測定の方向は、
図１に示すように光軸位置測定装置1に硬性内視鏡10を固定したとき、４つの球体22A，22
B，22C，30および硬性内視鏡10の複数の球体12を測定できる方向であればどのような方向
でもよいが、この後、硬性内視鏡10の光軸位置を測定する時と同一にする必要があるので
、このとき設定した３次元形状測定装置の位置は動かさない。
【００４１】
（６）３つの球体22A，22B，22Cと第２の較正用物体（球体）30の中心座標計算
　上記（２）と同様の方法により３つの球体22A，22B，22Cと第２の較正用物体（球体）3
0の中心座標（ｘaB，ｙaB，ｚaB），（ｘbB，ｙbB，ｚbB），（ｘcB，ｙcB，ｚcB），（
ｘeB，ｙeB，ｚeB）を計算する。このときの座標系を座標系Ｂとする。
【００４２】
（７）座標変換関数ＦAB計算
　座標系Ａによる座標値を座標系Ｂによる座標値に変換する座標変換関数ＦABを計算する
。
　座標変換係数Ｆは、以下の式における回転成分Ｍと移動成分（α，β，γ）である。座
標変換係数Ｆを計算するとは、回転成分Ｍのｇ11～ｇ33と移動成分α，β，γを計算する
ことである。
【数１】

　上記式のｘ’，ｙ’，ｚ’に（ｘaB，ｙaB，ｚaB）を代入し、ｘ，ｙ，ｚに（ｘaA，ｙ
aA，ｚaA）を代入した式と、上記式のｘ’，ｙ’，ｚ’に（ｘbB，ｙbB，ｚbB）を代入し
、ｘ，ｙ，ｚに（ｘbA，ｙbA，ｚbA）を代入した式と、上記式のｘ’，ｙ’，ｚ’に（ｘ
cB，ｙcB，ｚcB）を代入し、ｘ，ｙ，ｚに（ｘcA，ｙcA，ｚcA）を代入した式により９つ
の式が成立する。
【００４３】
　次に（ｘaB，ｙaB，ｚaB）から（ｘbB，ｙbB，ｚbB）へ向かうベクトルと（ｘaB，ｙaB
，ｚaB）から（ｘcB，ｙcB，ｚcB）へ向かうベクトルの外積によるベクトルの成分（ｄB
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，ｅB，ｆB）を計算し、（ｘaA，ｙaA，ｚaA）から（ｘbA，ｙbA，ｚbA）へ向かうベクト
ルと（ｘaA，ｙaA，ｚaA）から（ｘcA，ｙcA，ｚcA）へ向かうベクトルの外積によるベク
トルの成分（ｄA，ｅA，ｆA）を計算する。そして式（数１）の移動成分（α，β，γ）
を除いた式のｘ’，ｙ’，ｚ’に（ｄB，ｅB，ｆB）を代入し、ｘ，ｙ，ｚに（ｄA，ｅA

，ｆA）を代入した式により３つの式が成立し、合わせて１２の式が成立する。この１２
の式からｇ11～ｇ33が同じものを集めて連立方程式を作成し、この連立方程式を解くこと
によりｇ11～ｇ33およびα，β，γを計算することができる。詳細は特開2005－249402号
公報の段落0063～0080を参照する。
【００４４】
（８）ターゲット23の中心座標（座標系Ｂによる）計算
　上記（４）で計算された座標系Ａによるターゲット23の中心座標（ｘtA，ｙtA，ｚtA）
を、（７）で計算された座標変換関数ＦABにより座標系Ｂによる座標（ｘtB，ｙtB，ｚtB
）に座標変換する。硬性内視鏡10の先端はターゲット23の中心に一致させているので、タ
ーゲット23の中心座標（ｘtB，ｙtB，ｚtB）は、硬性内視鏡10の先端座標である。
【００４５】
（９）正規のセット位置における硬性内視鏡10の先端座標計算
　上記（６）で計算された第２の較正用物体（球体）30の中心座標（ｘeB，ｙeB，ｚeB）
から（８）で計算された硬性内視鏡10の先端座標（ｘtB，ｙtB，ｚtB）に向かうベクトル
の成分（ｘtB－ｘeB，ｙtB－ｙeB，ｚtB－ｚeB）を計算する。前述のように第２の較正用
物体（球体）30の中心から硬性内視鏡10の先端までの距離は予め測定されているのでこの
距離をＬとすると、図１に示すように光軸位置測定装置1に硬性内視鏡10を固定したとき
の、座標系Ｂによる硬性内視鏡10の先端座標（ｘsB，ｙsB，ｚsB）は、
【数２】

で計算される。
　ここまでの処理により硬性内視鏡10の光軸位置を検出する準備が完了する。
　なお、この実施形態においては第１の較正用物体の球体22A，22B，22Cと第２の較正用
物体（球体）30を用いて硬性内視鏡10の先端座標を取得しており、請求項における第２の
較正用物体の第３標識部は第１の較正用物体の第２標識部も含んでいるとみなす。
【００４６】
　次に図１に示すように光軸位置測定装置1に硬性内視鏡10を固定し、硬性内視鏡10の光
軸位置と硬性内視鏡10の位置および姿勢を定義する手段である複数の球体12の中心座標と
を同一座標系で検出する処理を行う。これは以下の（１０）～（１５）の手順で行う。
【００４７】
（１０）硬性内視鏡10を正規のセット位置に固定し、第１の較正用物体20の位置調整
　図１に示すように光軸位置測定装置1に硬性内視鏡10を固定し直し、硬性内視鏡10の撮
像する画面を見ながら第１の較正用物体20を２方向に移動させてターゲット23の中心が撮
像画像の中心に来るようにする。これにより硬性内視鏡10の光軸がターゲット23の中心を
通るようになる。なお、光軸位置測定装置1に硬性内視鏡10を固定し直すとき光軸位置測
定装置1は動かないようにする。
【００４８】
（１１）３次元形状測定
　３次元形状測定を行い、点群データを取得する。３次元形状測定装置の位置は、（５）
で設定した位置のままとする。即ち、座標系Ｂによる座標値を取得する。
【００４９】
（１２）３つの球体22A，22B，22Cと第２の較正用物体（球体）30の中心座標と硬性内視
鏡10の複数の球体12の中心座標取得
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　上記（２）と同様の方法により３つの球体22A，22B，22Cと第２の較正用物体（球体）3
0の中心座標（ｘaB’，ｙaB’，ｚaB’），（ｘbB’，ｙbB’，ｚbB’），（ｘcB’，ｙc

B’，ｚcB’），（ｘeB’，ｙeB’，ｚeB’）と硬性内視鏡10の複数の球体12の中心座標
（ｘ1B，ｙ1B，ｚ1B），（ｘ2B，ｙ2B，ｚ2B），（ｘ3B，ｙ3B，ｚ3B），（ｘ4B，ｙ4B，
ｚ4B）を計算する。
【００５０】
（１３）座標変換関数ＦAB’計算
　上記（７）と同様に、座標変換関数ＦAB’を計算する。
【００５１】
（１４）ターゲット23の中心座標（座標系Ｂによる）計算
　上記（８）と同様の方法で座標変換を行い、座標系Ｂによるターゲット23の中心座標（
ｘtB’，ｙtB’，ｚtB’）を計算する。この座標は硬性内視鏡10の光軸が通る座標である
。
【００５２】
（１５）硬性内視鏡10の光軸位置（座標系Ｂによる）取得
　上記（９）で計算された硬性内視鏡10の先端座標（ｘsB，ｙsB，ｚsB）から上記（１４
）で計算されたターゲット23の中心座標（ｘtB’，ｙtB’，ｚtB’）に向かうベクトルの
成分（ｘtB’－ｘsB，ｙtB’－ｙsB，ｚtB’－ｚsB）を計算し、硬性内視鏡10の先端座標
（ｘsB，ｙsB，ｚsB）と共に記憶する。
　これにより硬性内視鏡10の光軸位置が光軸の起点の座標（ｘsB，ｙsB，ｚsB）と光軸方
向のベクトルの成分（ｘtB’－ｘsB，ｙtB’－ｙsB，ｚtB’－ｚsB）という形で取得され
たことになる。
　また、上記（１２）で計算された硬性内視鏡10の複数の球体12の中心座標（ｘ1B，ｙ1B
，ｚ1B），（ｘ2B，ｙ2B，ｚ2B），（ｘ3B，ｙ3B，ｚ3B），（ｘ4B，ｙ4B，ｚ4B）も記憶
する。
　これにより座標系Ｂで（即ち同一座標系で）硬性内視鏡10の光軸位置と硬性内視鏡10の
位置および姿勢を定義する手段である複数の球体12の中心座標とを取得したことになる。
　これらの座標およびベクトル成分を記憶しておけば、手術の期間中の３次元形状測定か
ら検出した硬性内視鏡10の複数の球体12の中心座標と記憶している複数の球体12の中心座
標とから座標変換関数を算出し、算出した座標変換関数を用いて記憶している硬性内視鏡
10の起点の座標と光軸方向のベクトルの成分を座標変換すれば、同一座標系で人体の３次
元形状データと硬性内視鏡10の光軸位置とを得ることができる。
【００５３】
　なお、上記実施形態においては硬性内視鏡10は光軸が長軸部11の中心線とほぼ一致して
いる直視鏡であるとしたが、硬性内視鏡10が光軸が長軸部11の中心線とは所定の角度をも
った斜視鏡や側視鏡であっても上記実施形態と同様に光軸位置を取得することができる。
【００５４】
　この場合は上記（１０）において、図４（a），（b）に示すように硬性内視鏡10の撮像
する画面を見ながら回動手段25により第１の較正用物体20を回転させて、ターゲット23の
中心付近が撮像画像の中心付近に来るようにし、その後、第１の較正用物体20を２方向に
移動させてターゲット23の中心が撮像画像の中心に来るようにすればよく、それ以外の処
理は上記実施形態と同一である。
【００５５】
　なお、硬性内視鏡10が斜視鏡や側視鏡の場合は、先端が長軸部11の中心線に垂直な断面
になっていないことが多いが、予め測定しておく第２の較正用物体（球体）30の中心から
硬性内視鏡10の先端までの距離は、硬性内視鏡10の先端を長軸部11の中心線が先端の断面
と交差する点とみなして測定しておけばよい。
【００５６】
　また硬性内視鏡10を固定した際、第２の較正用物体（球体）30の中心に硬性内視鏡10の
先端が来るようにされている場合は、硬性内視鏡10の先端座標は第２の較正用物体（球体
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）30の点群データから球体の中心座標を計算すれば得られるので上記実施形態の手順にお
ける（５）～（９）の処理は不要である。
【００５７】
＜変形例＞
　上記実施形態における第１の較正用物体20，第２の較正用物体30は様々な変形が可能で
ある。
【００５８】
１．第１の較正用物体20の変形例１
　上記実施形態では第１の較正用物体20として３つの大きさが異なる球体が取り付けられ
た直方体を有する物体を用いたが、第１の較正用物体20を以下の１）～３）のようにし、
第１の較正用物体20における座標系Ａ，座標系Ｂでの定点およびベクトル検出と座標変換
係数ＦABの計算を以下のようにすることもできる。なお、いずれの場合も座標系Ａによる
ターゲット23の中心座標の取得方法は上記実施形態と同一である。
【００５９】
１）大きさの異なる球体を２つ取り付ける（図５ａ）
　上記実施形態の（２）と同じ方法により２つの球体の中心座標を座標系Ａ，座標系Ｂで
取得し、上記実施形態の（３）と同じ方法により直方体前面の法線ベクトルを座標系Ａ，
座標系Ｂで取得する。そして座標変換係数ＦABを２つの球体の中心座標と１つの法線ベク
トルを用いて計算する。計算は以下のように行う。
　座標変換係数を計算するとは、上記実施形態の（７）で示したように、回転成分Ｍのｇ
11～ｇ33と移動成分α，β，γを計算することである。座標系Ａでの２つの球体の中心座
標を（ｘaA，ｙaA，ｚaA），（ｘbA，ｙbA，ｚbA）、法線ベクトルを（aA，bA，cA）、座
標系Ｂでの２つの球体の中心座標を（ｘaB，ｙaB，ｚaB），（ｘbB，ｙbB，ｚbB）、法線
ベクトルを（aB，bB，cB）とし、（ｘaA，ｙaA，ｚaA）と（ｘaB，ｙaB，ｚaB）および（
ｘbA，ｙbA，ｚbA）と（ｘbB，ｙbB，ｚbB）を上記実施形態の（７）で示した式に代入し
、（aA，bA，cA）と（aB，bB，cB）を上記実施形態の（７）で示した式の移動成分（α，
β，γ）を除いた式へ代入すると９つの式が成立する。
　次に（ｘaB，ｙaB，ｚaB）から（ｘbB，ｙbB，ｚbB）へ向かうベクトルと法線ベクトル
（aB，bB，cB）の外積によるベクトルの成分（ｄB，ｅB，ｆB）を計算し、（ｘaA，ｙaA
，ｚaA）から（ｘbA，ｙbA，ｚbA）へ向かうベクトルと法線ベクトル（aA，bA，cA）の外
積によるベクトルの成分（ｄA，ｅA，ｆA）を計算する。そして上記実施形態の（７）で
示した式の移動成分（α，β，γ）を除いた式へ代入すると３つの式が成立し、合わせて
１２の式が成立する。この１２の式からｇ11～ｇ33が同じものを集めて連立方程式を作成
し、この連立方程式を解くことによりｇ11～ｇ33およびα，β，γを計算することができ
る。詳細は、特開2005－249402号公報の段落0104～0118を参照する。
【００６０】
２）球体を１つ取り付ける（図５ｂ）
　上記実施形態の（２）と同じ方法により１つの球体22Aの中心座標を座標系Ａ，座標系
Ｂで取得する。そして、直方体21の前面と直方体21に隣接する回転平板24の表面の２つの
法線ベクトルのベクトル成分の検出を以下の方法で行う。
・座標系Ａ（第１の較正用物体20に球体26を取り付けての３次元測定）
　上記実施形態の（３）と同じ方法により直方体21の前面の平面式および法線ベクトルを
算出する。
　次に直方体21の前面以外の点群データを用いて上記実施形態の（３）に書かれた平面の
点群データ抽出と平面式の計算方法によりいずれかの平面の平面式を算出する。この平面
と球体26の中心座標との距離および平面の点群データの数から平面が直方体21の側面か上
面か直方体に隣接する回転平板24の表面か光軸位置測定装置1の土台の表面かを判定し、
直方体21に隣接する回転平板24の表面の平面式が算出されるまで上記処理を繰り返す。平
面式の係数ａ，ｂ，ｃから法線ベクトル（ａ，ｂ，ｃ），（－ａ，－ｂ，－ｃ）が出るの
で、回転平板24の表面から回転平板24の外側に向かう法線ベクトルの選定を上記実施形態



(17) JP 5560424 B2 2014.7.30

10

20

30

40

50

の（３）と同じ方法により行う。
・座標系Ｂ（光軸位置測定装置1に硬性内視鏡10を固定しての３次元形状測定）
　上記実施形態の（３）に書かれた平面の点群データ抽出と平面式の計算方法によりいず
れかの平面の平面式を算出する。この平面の法線ベクトルと硬性内視鏡10の複数の球体12
の１つ球体における中心座標から球体22Ａの中心座標へ向かうベクトルとがなす角度によ
り平面式が直方体21の前面の平面か否かを判定する。この処理を直方体21の前面の平面式
と判定されるまで行う。
　次に球体22Aを球体26の代わりに用いて上記の座標系Ａの場合と同じ方法により回転平
板24の表面の平面式を算出する。直方体21の前面および回転平板24の表面とも平面式の係
数ａ，ｂ，ｃから法線ベクトル（ａ，ｂ，ｃ），（－ａ，－ｂ，－ｃ）が出るので、回転
平板24の表面から回転平板24の外側に向かう法線ベクトルの選定を上記実施形態の（３）
と同じ方法により行う。この場合は球体26はないので、３次元形状測定装置の原点座標か
ら球体22Aの中心座標に向かうベクトルをベクトルＡとする。
　座標系Ａ，座標系Ｂでの球体22Aの中心座標と２つの平面の法線ベクトルとから座標変
換係数を計算する。計算は以下のように行う。
　座標変換係数を計算するとは、上記実施形態の（７）で示したように、回転成分Ｍのｇ
11～ｇ33と移動成分α，β，γを計算することである。座標系Ａでの球体の中心座標を（
ｘaA，ｙaA，ｚaA），２つの法線ベクトルを（ａ1A，ｂ1A，ｃ1A），（ａ2A，ｂ2A，ｃ2A
）とし、座標系Ｂでの球体の中心座標を（ｘaB，ｙaB，ｚaB），２つの法線ベクトルを（
ａ1B，ｂ1B，ｃ1B），（ａ2B，ｂ2B，ｃ2B）とし、これらの座標を上記実施形態の（７）
で示した式に代入し、ベクトル成分を上記実施形態の（７）で示した式から移動成分（α
，β，γ）を除いた式に代入すると９つの式が成立する。
　次に（ａ1A，ｂ1A，ｃ1A）と（ａ2A，ｂ2A，ｃ2A）との外積によるベクトルの成分（ｄ

A，ｅA，ｆA）を計算し、（ａ1B，ｂ1B，ｃ1B）と（ａ2B，ｂ2B，ｃ2B）との外積による
ベクトルの成分（ｄB，ｅB，ｆB）を計算する。そして上記実施形態の（７）で示した式
の移動成分（α，β，γ）を除いた式のｘ’，ｙ’，ｚ’に（ｄB，ｅB，ｆB）を代入し
、ｘ，ｙ，ｚに（ｄA，ｅA，ｆA）を代入した式により３つの式が成立し、合わせて１２
の式が成立する。この１２の式からｇ11～ｇ33が同じものを集めて連立方程式を作成し、
この連立方程式を解くことによりｇ11～ｇ33およびα，β，γを計算することができる。
詳細は、特開2005－249402号公報の式（数19）における座標の座標変換の１つをベクトル
の座標変換に変えるのみで段落0104～0118に示される計算の仕方と同じである。
【００６１】
３）球体を取り付けず、直方体21の厚さを厚くする（図５c）
　直方体21の前面と側面と上面でできる角の座標の算出と直方体21の前面，側面，上面ま
たは直方体21に隣接する回転平板24の表面の２つ以上の法線ベクトルのベクトル成分の算
出を以下の方法で行う。
　上記実施形態の（３）に示された平面の点群データ抽出と平面式の計算方法により、複
数の平面の平面式を可能な限り算出する。算出される平面式は直方体21の前面、側面、上
面、直方体21に隣接する回転平板24の表面、光軸位置測定装置1の土台の表面の平面式５
つである。
　法線ベクトルのなす角度を内積の式から算出し、互いに９０度近い角度になる３つの平
面の平面式でなる連立方程式を解いて３つの平面式でできる角の座標を計算する。計算さ
れる角の座標は直方体21の前面と側面と上面でできる角と、直方体21の前面と上面と回転
平板24の表面でできる角と、直方体21の前面と側面と光軸位置測定装置1の土台の表面で
できる角と、直方体21の前面と回転平板24の表面と光軸位置測定装置1の土台の表面でで
きる角の４つである。
　次に法線ベクトルのなす角度を内積の式から算出し、互いに９０度近い角度になる２つ
の平面の平面式で直線の式を算出する。これにより８つの直線の式が計算される。
　直線の式に点群データを代入して、直線の近傍にある点群データを抽出する。そして抽
出した点群データの内、直線内にある角の座標からの距離が最も大きいものを抽出する。
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　直方体21の３辺の長さと回転平板24の横方向直線部分の長さおよび光軸位置測定装置1
の土台から直方体21までの距離が既知であれば、この長さと距離から８つの直線の中から
直方体21の辺に相当する直線を判別できる。８つの直線の式すべてにおいてこの距離を計
算して直方体21の３辺の直線の式を判別し、この直線の式を算出した平面式がいずれであ
るかより直方体21の前面と側面と上面の３つの平面式を判別する。
　３つの平面式による連立方程式を解くことで直方体21の前面と側面と上面でできる角の
座標が取得され、平面式から直方体21の前面，側面，上面，回転平板24の表面の2つ以上
の法線ベクトルのベクトル成分が算出される。
　なお座標系Ａの場合は球体26と平面との距離を平面式を判別する条件に入れてもよい。
平面式の係数ａ，ｂ，ｃから出る法線ベクトル（ａ，ｂ，ｃ），（－ａ，－ｂ，－ｃ）の
内、直方体21および回転平板24の平面から直方体21および回転平板24の外側に向かう法線
ベクトルの選定は上記の２）球体を１つ取り付ける場合と同じである。なお座標系Ｂの場
合は球体26の中心座標の代わりに直方体21
の前面と側面と上面でできる角の座標を使う。座標変換関数の計算は上記の２）球体を１
つ取り付ける場合と同じである。
　この変形例においては、角の座標および２つ以上のベクトル成分の取得までのデータ処
理に時間を要するため、直方体21の反射率を回転平板24および光軸位置測定装置1の土台
の反射率と大きく異ならせたり、直方体21のそれぞれの平面の反射率を異ならせ、３次元
形状測定の際、同時に反射光量を測定して反射光量により点群データを分類すれば、デー
タ処理の時間を大幅に短縮することができる。
【００６２】
２．第１の較正用物体20の変形例２
　上記実施形態では（１）～（１５）の手順により、第１の較正用物体20の定点座標とタ
ーゲット23の中心座標とを座標系Ａにより求め、硬性内視鏡10を固定したときの第１の較
正用物体10の定点座標を座標系Ｂにより求め、座標系Ａによる座標を座標系Ｂによる座標
に座標変換する座標変換関数FABを求め、座標系Ｂによるターゲット23の中心座標を、座
標系Ａによるターゲット23の中心座標を座標系Ｂの座標に座標変換することで求めたが、
第１の較正用物体20を以下のようにすれば、第１の較正用物体20に定義される定点座標を
用いてターゲット23の中心座標を求めることができる。すなわち、上記実施形態の（１）
～（４）の作業が不要になり、最初から光軸位置測定装置1に硬性内視鏡10を固定し、硬
性内視鏡10の光軸位置を検出することができる。これによれば、第１の較正用物体20の加
工を精度よく行う必要があるが、硬性内視鏡10の光軸位置と硬性内視鏡10の位置姿勢を定
義する手段である複数の球体12の中心座標との関係を同一座標系で検出する作業が簡単に
なるという効果がある。
【００６３】
１）直方体21の前面の対角線の交点位置をターゲット23の中心にする（図６）
　この場合はターゲット23の中心座標を次のように求める。光軸位置測定装置1に硬性内
視鏡10を固定して３次元形状測定し、取得した点群データを用いて上記第１の較正用物体
20の変形例１の３）に記載された平面式の算出と平面式の判別から、直方体21の前面、側
面、上面と回転平板24の表面を判別し、直方体21の前面、側面、上面でなる角P1と直方体
21の前面、上面、回転平板24の表面でなる角P2の座標を求める、次に既知である直方体21
の３辺の長さと直方体21の前面、側面、上面の判別の過程で求めた直線の式から、角P3，
P4の座標を求める。
　次に角P1と角P4、角P2と角P3を結ぶ直線の式を計算し、直線の式からなる連立方程式を
解いて直線の交点座標を計算する。計算された交点座標がターゲット23の中心座標になる
。
なお、この場合も上記第１の較正用物体20の変形例１の３）と同様、直方体21の反射率を
回転平板24および光軸位置測定装置1の土台の反射率と大きく異ならせたり、直方体21の
それぞれの平面の反射率を異ならせ、3次元形状測定の際、同時に反射光量を測定して反
射光量により点群データを分類すれば、データ処理の時間を大幅に短縮することができる
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。
【００６４】
２）円柱41の上面の中心点をターゲット43の中心にする（図７）
　この場合はターゲット43の中心座標を次のように求める。光軸位置測定装置1に硬性内
視鏡10を固定して３次元形状測定し、取得した点群データを用いて上記実施形態の（３）
に書かれた平面の点群データ抽出と平面式の計算方法によりいずれかの平面の平面式を算
出する。この平面を法線ベクトル方向に所定距離移動した式を算出し、その平面から所定
距離範囲内にある点群データを抽出して、抽出した点群データが円の方程式に当てはまる
か否かを判定する。当てはまれば平面式は円柱41の上面のものであると判定し、当てはま
らなければ別の平面と判定する。この処理を円柱41の上面の平面式が算出されるまで行う
。
　次に円柱41の上面である平面をその法線ベクトル方向に所定間隔ごとに移動したときの
平面式を複数算出し、それぞれの平面において平面から所定距離範囲内にある点群データ
を抽出して、抽出した点群データから最小２乗法により円の方程式を算出し、円の中心座
標を算出する。
　次に複数の円の中心座標から最小２乗法により直線の方程式を算出し、直線の方程式と
円柱41の上面の平面式からなる連立方程式を解いて円柱41の中心線と円柱41の上面が交わ
る点（即ち円である上面の中心点）の座標を算出する。
　算出された交点座標がターゲット43の中心座標になる。
【００６５】
３）直方体51の前面に円錐52を設け、円錐52の頂点をターゲット53の中心にする（図８）
　この場合はターゲット53の中心座標を次のように求める。光軸位置測定装置1に硬性内
視鏡10を固定して３次元形状測定し、取得した点群データを用いて上記実施形態の（３）
に書かれた平面の点群データ抽出と平面式の計算方法によりいずれかの平面の平面式を算
出する。この平面を法線ベクトル方向に所定距離移動した式を算出し、その平面から所定
距離範囲内にある点群データを抽出して、抽出した点群データが円の方程式に当てはまる
か否かを判定する。当てはまれば平面式は直方体51の前面のものであると判定し、当ては
まらなければそれ以外の平面と判定する。この処理を直方体51の前面の平面式が算出され
るまで行う。
　次に直方体51の前面である平面をその法線ベクトル方向に所定間隔ごとに移動したとき
の平面式を複数算出し、それぞれの平面において平面から所定距離範囲内にある点群デー
タを抽出して、抽出した点群データから最小２乗法により円の方程式を算出し、円の半径
と円の中心座標を算出する。次に複数の円の中心座標から最小２乗法により直線の方程式
を算出し、直線の方程式と直方体51の前面の平面式からなる連立方程式を解いて円錐52の
中心線と直方体51の前面が交わる点の座標Ｃを算出する。そして直方体51の前面からの所
定間隔ごとにおけるそれぞれの円の半径が減少する割合から半径が０になる（即ち、円錐
52の頂点に到達する）直方体51の前面からの距離Ｌを算出し、直方体51の前面の法線ベク
トルで大きさがＬのベクトルＤの成分を計算する。
　交点座標ＣにベクトルＤの成分を加算した座標（即ち、円錐52の頂点座標）がターゲッ
ト53の中心座標になる。
【００６６】
３．第２の較正用物体30の変形例１
　上記実施形態では第２の較正用物体30は全体を１つの球体にし、この球体の中心座標と
第１の較正用物体20のターゲット23の座標と予め測定されている球体の中心座標から硬性
内視鏡10の先端までの距離により、硬性内視鏡10の先端座標（光軸の起点座標）を計算し
たが、第２の較正用物体30を以下のようにすれば、最初から硬性内視鏡10を図１に示され
る正規の位置にセットして、第２の較正用物体30に定義される定点座標およびベクトルか
ら、硬性内視鏡10の先端座標（光軸の起点座標）を取得することができる。すなわち、上
記実施形態の（５）～（９）の作業が不要になり、硬性内視鏡10の光軸位置と硬性内視鏡
10の位置姿勢を定義する手段である複数の球体12の中心座標との関係を同一座標系で検出



(20) JP 5560424 B2 2014.7.30

10

20

30

40

50

する作業が簡単になるという効果がある。
【００６７】
１）２つの球体61，62を設け、２つの球体61，62の中心を通る穴に硬性内視鏡10の長軸部
11を挿入できるようにする（図９）
　この場合は硬性内視鏡10の先端座標（光軸の起点座標）を次のように求める。硬性内視
鏡10を２つの球体61，62の穴に挿入させて固定し、３次元形状測定して取得した点群デー
タから上記実施形態の（２）と同じ方法により２つの球体61，62の中心座標を取得する。
そして、球体62の中心座標から球体61の中心座標に向かうベクトルの成分を計算し、この
ベクトル成分と球体61の中心座標と予め測定されている球体61の中心座標から硬性内視鏡
10の先端までの距離Ｌにより、上記実施形態（９）に示されている計算方法で、硬性内視
鏡10の先端座標を計算する。
【００６８】
２）円柱70を設け、円柱70の中心を通る穴に硬性内視鏡10の長軸部11を挿入できるように
する（図１０a）
　この場合は硬性内視鏡10の先端座標（光軸の起点座標）を次のように求める。硬性内視
鏡10を円柱70の穴に挿入させて固定し、３次元形状測定して取得した点群データから上記
第１の較正用物体20の変形例２の（２）に記載された方法により円柱70の中心線の式と円
柱70の上面の中心座標を取得する。
　次に、円柱70の中心線の式から得られるこの直線方向のベクトルの成分と円柱70の上面
の中心座標と、予め測定されている円柱70の上面から硬性内視鏡10の先端までの距離Ｌに
より、上記実施形態（９）に示されている計算方法で、硬性内視鏡10の先端座標を計算す
る。
【００６９】
３）直方体80を設け、直方体80の中心を通る穴に硬性内視鏡10の長軸部11を挿入できるよ
うにする（図１０b）
　この場合は硬性内視鏡10の先端座標（光軸の起点座標）を次のように求める。硬性内視
鏡10を直方体80の穴に挿入させて固定し、３次元形状測定して取得した点群データから上
記第１の較正用物体20の変形例１の３）に記載された方法により直方体80前面の法線ベク
トルの成分、前面と２つの側面とからなる角の座標、前面と２つの側面とからなる３辺の
ベクトル成分（直線の式）を計算する。
　次に上記第１の較正用物体20の変形例２の１）に記載された方法により直方体80前面の
中心座標を算出し、この中心座標と直方体前面の法線ベクトルの成分と、予め測定されて
いる直方体80の前面から硬性内視鏡10の先端までの距離Ｌにより、上記実施形態（９）に
示されている計算方法で、硬性内視鏡10の先端座標を計算する。
【００７０】
４．第２の較正用物体30の変形例２
　上記実施形態および第２の較正用物体30の変形例２では、硬性内視鏡10の長軸部11は直
線であることを前提にしていた。しかし、硬性内視鏡10の長軸部11が直線でない場合は、
上記実施形態および第２の較正用物体30の変形例１による方法では、長軸部11の先端座標
（光軸の起点座標）を得ることはできない。
　この場合は第２の較正用物体30を以下のようにすれば、長軸部11が直線でない場合でも
硬性内視鏡10の先端座標（光軸の起点座標）を取得することができる。
【００７１】
１）薄厚の平板91に硬性内視鏡10の先端が挿入できる穴を設け、球体をとりつける（図１
１）
　この場合は硬性内視鏡10の先端座標（光軸の起点座標）を次のように求める。硬性内視
鏡10を取り付ける前に上記実施形態１）～４）と同じ方法により、座標系Ｃによる球体の
中心座標と平板91の第１の較正用物体20側の表面における穴の中心座標とを取得する。穴
の中心座標を取得するには図２のピン付け球体の代わりに穴の径に合う円柱が付けられた
球体を穴に挿入すればよい。
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　次に硬性内視鏡10の先端を平板91の穴に挿入して光軸位置測定装置1に取り付け、３次
元形状測定を行う。このとき先端位置が平板91の第１の較正用物体20側の表面に合うよう
にする。そして取得した点群データから上記実施形態（２）で示されている方法により座
標系Ｂによる球体の中心座標を取得し、上記実施形態（７）で示されている方法により座
標変換関数FCBを計算する。得られた座標変換関数FCBにより座標系Ｃによる平板91の第１
の較正用物体20側の表面における穴の中心座標を座標系Ｂによる座標に変換する。これに
より、硬性内視鏡10の先端座標（光軸の起点座標）と硬性内視鏡10の位置姿勢を定義する
手段である複数の球体12の中心座標とを同じ座標系Ｂで取得することができる。
　この場合の第２の較正用物体90は第１の較正用物体20の変形例１の１）～３）と同じ変
形が可能である。
【００７２】
２）硬性内視鏡10の先端を挿入する穴の箇所以外の穴の径を大きくする（図１２）
　この場合は硬性内視鏡10の先端座標（光軸の起点座標）の取得方法は上記第２の較正用
物体30の変形例１の２）および３）と同一である。
【００７３】
３．第２の較正用物体30の変形例３
　上記実施形態および第２の較正用物体30の変形例１および変形例２では、硬性内視鏡10
の先端の座標（厳密には、先端の断面と長軸部11の中心線が交差する点の座標）を光軸の
起点の座標とした。しかしながら、硬性内視鏡10によっては図１３に示すように先端の座
標と光軸の起点座標とが一致していない場合がある。
　この場合は、第２の較正用物体30を以下のようにすれば光軸位置および光軸の起点座標
を取得することができる。
【００７４】
１）枠に固定した薄厚の透明板112にターゲット113を形成し、枠に球体を取り付ける。（
図１４）
　この場合は硬性内視鏡10の先端付近の光軸上の座標は、上記第２の較正用物体30の変形
例２の１）と同じ方法により取得することができる。なお、ピン付の球体をターゲット11
3の中心に取り付けて３次元形状測定する場合、薄厚の透明板はそのままでは点群データ
は得られないので、表面に反射率の高いシートを貼るようにする。
　そして、第１の較正用物体20のターゲット23の中心座標が別に取得されるので、これと
硬性内視鏡10の先端付近の光軸上の座標とから光軸位置（光軸の直線の式）が取得される
。
次に硬性内視鏡10の先端断面に合うように平板を当て、同じ測定位置で（即ち座標系Ｂで
）３次元形状測定を行い、上記実施形態（３）に示された方法で平面の式を得る。この平
面の式と先に得られた光軸の直線の式との連立方程式を解くことで、平面と光軸が交差す
る点である光軸の起点座標を取得することができる。
　この場合の第２の較正用物体110は第１の較正用物体20の変形例１の１）～３）と同じ
変形が可能である。
【００７５】
２）空洞の円柱121の上面に薄厚の透明板122をつけ、中心とターゲット123の中心とが合
うようにする。（図１５）
　この場合は硬性内視鏡10の先端付近の光軸上の座標は、上記第１の較正用物体20の変形
例２の２）と同じ方法により取得することができる。これ以外は上記第２の較正用物体30
の変形例３の１）と同じである。
　なお、空洞の円柱121は空洞の直方体にすることもできる。この場合は硬性内視鏡10の
先端付近の光軸上の座標は、上記第１の較正用物体20の変形例２の１）と同じ方法により
取得することができる。
【００７６】
　上記実施形態は上記以外にも様々な変形が可能である。
　上記実施形態では第１の較正用物体20は直方体に球体を取り付けた構造であったが、定
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点または定点およびベクトルが定義できる形状を有し、ターゲット23を形成することがで
きれば、色々な構造のものが考えられる。
【００７７】
　例えば、直方体に円錐や円柱や多面体を取り付けた構造であってもよいし。直方体では
ない多面体に球体や円錐や円柱や多面体を取り付けた構造であってもよいし、円柱に球体
や円錐や円柱や多面体を取り付けた構造であってもよい。また、任意の形状の物体に反射
率を変えて交錯する直線や円や四角形といった図形を描くようにしてもよい。また定点定
義可能な物体を取り付けたり図形を描かなくても、多面体の構造をしていれば、角の座標
から定点定義が可能であるので、多面体にターゲット23を形成した構造でもよい。
【００７８】
　また、第２の較正用物体30においても、定点または定点およびベクトルが定義できる形
状を有し、硬性内視鏡10の先端座標を所定位置にセットすることができれば、このような
変形が可能である。
【００７９】
　また上記第１の較正用物体20の変形例２では定点座標からターゲット23の中心座標を算
出するようにした際の、定点定義可能な形状として直方体、円柱、円錐という形状をあげ
たが、定点座標からターゲット23の中心座標を精度よく算出できれば、これ以外の構造の
ものであってもよい。例えば精度よく加工することが可能であれば、直方体の前面の対角
線の位置に中心位置が来るように半球を取り付けた構造のものであってもよいし、また直
方体の前面の対角線の位置に定点が来るように反射率を変えて交錯する直線や円や四角形
といった図形を描いたものでもよい。また任意の形状の物体において、ターゲット23の中
心座標に定点が来るように反射率を変えて交錯する直線や円や四角形といった図形を描い
たものでもよい。
【００８０】
　また第２の較正用物体30の変形例１では硬性内視鏡10の長軸部11を挿入する細長い穴が
形成された物体として球体、円柱、直方体をあげたが、定点座標または定点座標と細長い
穴方向のベクトルとから硬性内視鏡10の先端座標を精度よく算出できれば、これ以外の形
状の物体であってもよい。例えば円錐の中心線に細長い穴が形成された物体であってもよ
いし、直方体以外の多面体で中心に細長い穴が形成された物体であってもよい。
【００８１】
　また上記実施形態でおよび変形例では、硬性内視鏡の光軸位置を硬性内視鏡の位置およ
び姿勢を定義する複数の球体の中心座標とともに測定したが、本発明は硬性内視鏡に限ら
ず、長軸部先端からの光軸を有する物体であれば、どのようなものにも適用できる。その
際、光軸が撮像方向における光軸であっても長軸部先端から照射されるレーザ光の光軸で
あっても、どちらにも適用できる。両者の違いはターゲットの中心に光軸が当たるのを撮
像画面により確認するか、ターゲットを見て確認するかの違いのみである。
【００８２】
　以上のように本発明の目的を逸脱しなければ様々な変形が可能である。
　以上、本発明の実施形態の一例を説明したが、本発明はこれに限定されるものではなく
、特許請求の範囲に記載された技術的思想の範疇において各種の変更が可能であることは
言うまでもない。
 
【符号の説明】
【００８３】
１：光軸位置測定装置、　１０：硬性内視鏡、　１１：長軸部、　１２：第１標識部、　
２０：第１の較正用物体、　２１：直方体、　２２：第２標識部、　２３：ターゲット、
　２４：回転平板、　２５：回動手段、　２６：球体、　３０：第２の較正用物体、　４
０：第１の較正用物体、　４１：円柱、　４３：ターゲット、　５０：第１の較正用物体
、　５１：直方体、　５２：円錐、　５３：ターゲット、　６０：第２の較正用物体、　
６１：球体、　６２：球体、　７０：第２の較正用物体、　８０：第２の較正用物体、　
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９０：第２の較正用物体、　１００：第２の較正用物体、　１１０：第２の較正用物体、
　１１２：透明板、　１１３：ターゲット、　１２０：第２の較正用物体、　１２１：円
柱、　１２２：透明板、　１２３：ターゲット
 

【図１】 【図２】
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摘要(译)

要解决的问题：高度精确地检测光轴的实际位置到具有来自长轴远端的
光轴的物体中的远端位置，例如具有用于限定多个坐标的装置的刚性内
窥镜或多个坐标和矢量作为定义位置和姿态的手段。解决方案：这种三
维相对关系测量仪器，用于测量光轴与长轴11的远端之间的三维相对关
系。待测物体10和第一标记部分12包括：第一校准物体20，其具有光轴
进入的目标23和第二标记部分22可通过三维形状测量仪器测量;第二校准
物体30，其具有可由三维测量仪器测量的第三标记部分;移动装置，使第
一校准物体相对于待测物体10相对移动。在第一校准物体20被移动装置
移动以使得来自长轴11的远端的光轴进入目标23之后，三维形状测量仪
器测量第一至第三的三维相对位置标记部分用于测量待测物体10的光轴
与第一标记之间的三维相对关系第12节。
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